


































































4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ルカ故ナリ




























































































































































非 市 民 に も 及 ぶ か（utrum statutum porrigatur
（extra territorium）ad non subditos？）、第2：条
例の効力は条例制定者の支配する領域外にも及ぶか




























































































ff. de Jurisdict.” ㈡ ” およそ当該国の領域内に在る
者は、永住者たると一時的滞在者たるとを問わず、
すべて当該国の臣民である、と看倣される。per 1.7, 





















































































































































































































命 拿 法 律 要 旨
	 比
コンパレイチャ、ジュリスプルデンス
較 法 論 　証拠法及理説




















































































































J. L. Klüber, Droit des gens modern de l’ Europe, 

















































































早くも Joseph Story は、その Commentaries on 
the Conflict of Laws, Foreign and Domestic, in 























laws,	 foreign	and	domestic,	2e	édit.,Boston,--1841.Foelix,Traité	du	droit	 international	prive,Paris,2e	edit.,1847.-Massé,	 le	Droit	
commercial	dans	ses	rapports	avec	le	droit	des	gens	le	droit	civil.	Paris3eédit,	1844-48,6	vol.	in	-80.	（他にWestlake,	De	Bar 等















の 分 野 は、 う ま い 具 合 に、private international 















































































































































































































































































































































































































































































































































































	 司法省法学校が文部省管轄下の東京法学校となる。施設 ･教員 ･生徒総て引き継ぐ。本科46名、予科生75名：第3期生、4期生で
移管当時の総ての在籍者、官費給費生となる。法学寄宿生はフランス語により法律学を専修する。
	 校長心得：司法称権少書記官文部省御用掛の加藤邦憲、専門の教員は . ジョルジュ・アッペール { 司法省雇､ 文部省雇）､ 熊野敏三｛文














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ⅳ　民法402 条3 項、403 条　これらの規定も、
外国通貨に関わる部分は、準拠法が何であれ、
当然に適用されることを予定している。


































































	 James	Brown	Scott による序文で、1836年出版。1866年版はDana によるが、長年にわたり相当に普及し、ほかの版より知られ
ていたから復刊に選ばれたもので、標準的なものとされる。ハーヴァード大学の国際法教授であったGeorge	Grafton	Wilson により
復刊が準備された。本著作の紹介とWheaton についても紹介がある。














ていない傾きがある。第3版では law	of	nations が使われず、international	 law がベンサムに従い用いられている。不完全ではある
が実定的性格を有するというサヴィニーの承認をサポートしている。

























































（44）Story, §§17-22。Boullenois, Traite i 2, 3, 4, 
152。Henry, PartI. ch. I, §I. Huberus, Vattel 
Rodenbrug, Voet Bank of Augusta v. Earle, 
Peters’s Rep. xiii 584-591。Blanchard v. Russel, 
Mass. Rep. xiii. 4 Henry
§79　外国法を尊重する義務はない。しかし便益と
相 互 の 便 宜 の 考 慮 か ら の み（utility mutual 
conven ience-ex comitate ,  ob rec iprocam 
utilitatem）その適用が認められる。Public good 
















































Union の別の State において履行される不動産の





お い て 認 め ら れ た 国 際 法 学 international 
jurisprudence に依れば、それが作成された場所の
法に従って履行された a deed or will は、有効で、
それがどこにあっても personal のみならず real 
property についてもそうである。条件は、その財



















































































Lord Chancellor Brougham ⒤は、下級審判決を認
容する House of Lords の判決を下し、遺言の解釈、
その解釈の法的帰結は、その作成地で、遺言者の住
所地の法、すなわちその国で通用しているイングラ
ンドの法によるとした。遺言が問題とされたのはス
コットランドの裁判所であったとしてもそうであ
る。この裁判所は遺言作成地の法に従って判決する
べき義務があるからである。
人的身分（personal status）
§84　内国立法主権はその国の市民の人的権利の
規律にも及び、その民事の身分（civil status）及び
条件（condition）に影響する凡てのことにも及ぶ。
これは例外を伴いながらも、市民であるか否かを
問わず領域内の凡ての人に対する supreme police、
及び領域内で犯されたすべての刑事犯罪に及ぶ。⒜
例外のいくつかは実定法から、ほかは特別の協定
から。
　民刑事の国内法が領域を超えて働く。
Ⅰ．人の身分及び能力に関係する法律　市民の民事
条件及び人的能力に適用される法は、外国居住でも
市民に働くのが普通市民権、嫡出性、非嫡出性のよ
うな出生から効果を有する普遍的人的資格がそれら
である。成年・未成年のように、出生後の一定の
時に生じるもの。出生後の不特定の時に生じる
idiocity、lunacy、破産、婚姻、離婚。管轄ある裁
判所が判決で確定するもの。臣民の人的資格に影響
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する国の法は、どこへゆこうともついて回り、どこ
へ住もうとも固着する attain。
2． 法学博士佛國法律博士　熊野敏三講述『佛国民法前加巻講義 
完』1-2頁
「前加巻　一般法律ノ権力
此前加巻ハ一般法律ノ勢力ニ属スルヲ以テ私法ノ
部ニ属スルヨリハ寧ロ公法ノ部ニ入ルモノナリ然ル
ニ之ヲ此ニ編載シタルモノハ何ソヤ民法ハ法律ノ中
最モ重要ノ部分ニ属スルノミナラス最初ニ頒布スル
法典ナレハ其馘首ニ法律ノ権力ニ関スル総則ヲ掲示
スルハ必要ニシテ且ツ允当ナラント思慮シタルヲ以
テナリ
抑法律ハ制定、頒布及ヒ公告ニ由リテ其権力ヲ発ス
ルモノナリ其成立スルヤ之ヲ適用セサル可ラス適用
セスンハ虚文ニ属シ何ソ法律ヲ設タルヿヲ為サン而
シテ法律ノ適用ヲ全フスルハ其制裁ニ在リ制裁ナク
ンハ徒法ニ属シ何ソ其実際ニ行ハルヽヲ得ン既ニ其
行ハルヽヤ亦タ廃しニ由リテ其権力ヲ失ヒ遂ニ消滅
ニ皈スルモノナリ故ニ法律ノ権力如何ヲ熟知センニ
ハ以下諸点ヲ研究セサル可ラス第一法律ノ制定、頒
布及ヒ公告第二法律ノ適用第三法律ノ制裁第四法律
ノ廃止是ナリ前加巻ハ此諸点ノ中第一第二ヲ規定シ
タルト雖モ第三第四ニ至リテハ毫モ規定スル所ナケ
レハ余輩之ヲ補足セサル可ラス」
第二節　法律ノ適用
80頁
第五法律ノ適用ハ物ニ関シテ如何ナルヿ
抑物及ヒ人ニ関シテ法律ノ適用如何ナルヤノ問題
ハ民法第一條ニ規定スル所ニシテ實ニ法律学ノ一部
分ヲ為セリ則チ国際私法ト称スル是ナリ国際私法ハ
諸国法律ノ抵触ヲ規定スルヲ目的トスルモノニシテ
佛国ニ於テハ第三條ヲ以テ其理論ノ基礎ト為ス
若シ諸国互ニ孤立シテ他国ト交際ヲ為サルヽヿ我国
開港以前ノ状況ノ如クナランニハ各国ノ人民ニ適用
スヘキ法律ノ区別ヲ為スハ極メテ簡単ナルヘシ則チ
一国ノ法律ハ英国内ニ於テ一般人民ニ之ヲ適用スヘ
クシテ他国及ヒ其人民ニ之ヲ適用スルノ必要ナカラ
ン然レトモ今日諸国ノ状況ヲ察スルニ互ニ相交通シ
彼我ノ関係ヲ有スレハ国際私法ノ問題ヲ生ス則チ佛
国ニ居留スル外国人ハ自国ノ法律ニ服従スヘキヤ又
外国ニ居留スル佛国人ハ佛国法ニ服従スヘキヤノ問
題之ナリ此二個ノ問題ハ畢竟唯一ノ問題タルニ過キ
ス即物及ヒ人ニ関シテ佛国法ノ効力如何ヲ知ルニ在
ルナリ
今日諸国ノ関係上ニ於テ実際此ノ問題ノ生スルハ其
事例無数ニシテ枚挙ス可ラス諸国ノ法律ハ漸次ニ稍
一致ニ傾向スルノ勢アリト雖トモ猶ホ各々変更シ其
差異啻ニ黒白ノミナラサルナリ諸国ノ間交際ノ頻繁
（82頁）ナルト世運ノ進化スルトニ従ヒ其差異自然
ニ減少シ消失スヘシト雖トモ今後育成期ヲ経ルモ常
ニ多少ノ差異アルヘキヿハ到底数ノ免カレサル所ナ
ルヘシ何トナレハ法律ハ只タ空想ノ理論ニ基キ其條
例ヲ制定スヘキモノニ非ス時ニ実際ノ状況ニ適切ナ
ルヲ要シ社会開化ノ度地方ノ需要、古来ノ風俗等ヲ
斟酌スヘキモノニシテ諸国ノ開化、需要風俗ハ固ヨ
リ同一ナルヲ得サレハナリ更ニ言ヘハ一国ノ法律ハ
佛国ニ適当セサルヿ必然ノ勢ナレハナリ諸国ノ法律
上必ス抵触差異アルヘシト想像スレハ或場合ニ於テ
何レノ法律ヲ適用スヘキヤヲ知スハ太タ緊要ナリ
今日佛国ニ於テハ全国一致ノ法律アリト雖トモ昔
時ハ決シテ然ラサリシナリ国中数多ノ慣習法アリシ
ヲ以テ其慣習法相抵触スルトキハ何レノ慣習ヲ適用
スヘキヤヲ決定スルノ必要アリキ例ヘハ巴里ノ人馬
耳塞ニ於テ財産ヲ所有スルトキハ巴里ノ慣習ヲ適用
スヘキ乎将タ馬耳塞ノ慣習ヲ適用スヘキヤノ問題ヲ
生スヘシ之ヲ名ケテ裁判所ノ大事件ト云ヘリ然レト
モ今日佛国ハ全国一致ノ法律ヲ制定シテ此問題ヲ断
定シタリ諸国ノ中佛国ニ倣ヒ法律ノ一致成就シタル
国アリト雖トモ尚ホ北米合衆国、独逸帝国、瑞西聯
邦、墺地利ノ如キハ未タ法律一定ノ便益ヲ見サルヲ
以テ国内ニ於テモ法律抵触ノ問題ヲ生スルナリ此等
ノ諸国ニ於テ法学者盛ンニ国際私法ヲ研究スルモ亦
タ同国ニ於テ実際重要ノ利益アルニ職由スルモノナ
ラン歟
然リ而シテ諸国ノ交通頻繁ナルニ従ヒ諸国ノ間ニ
35
民法の効力に関するアンソロジー
モ昨日一国内ニ於ケルト同一ノ問題ヲ生スルニ至レ
リ此二個ノ問題則チ国際私法ノ問題ト内法抵触ノ問
題トハ大ニ類似スルモノアリト雖トモ亦全ク同一ナ
ルニアラス一国内ニ通用スヘキ各種法律ノ抵触ニ付
キテハ其国中ニ名例スル主権者アルヲ以テ往時仏蘭
西王ノ宣令ノ如ク此抵触ヲ断定スルノ方法ヲ設定シ
テ其跡ヲ絶ツヲ得ヘキナリ之ニ反シ諸国ノ法律ヲ適
用スルモ其国ノ主権ニ関係セスト雖トモ諸国ノ間ニ
在テハ一国ノ地ニ外国ノ法律ヲ適用スルハ其国ノ主
権ヲ凌犯スルノ結果アルヲ以テ其論ノ一層困難タル
ヤ知ルヘキナリ故ニ此問題タル両国ノ主権ノ間ニ至
当ノ限界ヲ立ツルニ在リ
佛国民法ヲ編纂シタル時代ニ在テハ国際私法ノ問題
モ今日ノ如ク緊要ナラサリキ故ニ民法ハ一ヶ條ヲ以
テ此重要問題ニ規定シタリ爾来諸国ノ交通大ニ頻繁
ニ趣キ学舎盛ンニ此問題ヲ研究スルニ至レリ此点ニ
付キ較完全ナル條則ヲ設定シタルハ獨リ伊国民法ア
ルノミ蓋シ此法典ハ最近ノ法律ニシテ且ツ当時伊国
ノ議院ニハ特ニ国際法ヲ研究シタル法学者アリテ国
際私法ニ関スル條例ヲ其中ニ編入セシメタレハナリ
抑諸般ノ場合ニ臨ミ法律ノ抵触ヲ断定シテ其錯誤ナ
キヲ期スルニ足ル一定ノ元則アルヘキ乎往時一国内
ニ於テ法律ノ抵触ヲ裁定スルニハ法律ヲ二種ニ区別
スルノ慣習ニシテ佛国法典ニハ此区別ヲ採用シタリ
則チスタチウ、レエル物ニ関スル法律、スタチウ、
ペルソナル人ニ関スル法律ノ区別是ナリ人ニ関スル
法律トハ其到ル處ニ追随シ必ラス此人ニ適用スヘキ
法律ヲ云ヒ物ニ関スル法律トハ其物ノ所有者如何ナ
リト雖トモ此物ニ適用スヘキ法律ヲ云フ因テ諸般ノ
法律ヲ此二通ノ中ニ類別セント盡力シタルモ其困難
實ニ少々ナラス是レ佛国法典ニ採用シタルシュギタ
ルヿハ一点ノ疑ナシト雖トモ純粋ナル法理上ヨリ観
（86頁）察スレハ此主義ハ精確ノ説ニアラサルナリ
何トナレハ法律ノ中ニハ人ニ関シ又ハ物ニ関スル法
律ニ類入ス可ラサルモノ極メテ多ケラハナリ文字ノ
意義ヲ強ヒ附会スルニ非サレハ諸般ノ法律ニ此区別
ヲ適用ス可ラサレハナリ其一例ヲ挙クレハ法律上ノ
所為ノ法式ニ関スル法律ノ如シ之ヲ物ニ関スル法律
中ニ列スルニ至レリ
故ニ今日ハ諸国法律ノ抵触ヲ決定スルニ一定ノ元則
ナキヿハ殆ント一般学者ノ定説ナリ法律上ノ各所為
ニ付キ困難ヲ生スル毎ニ其事実ノ性質ヲ深察シテ最
モ自然允当ニ此事実ニ適用スヘキ法律ヲ発見スヘシ
ト云フニ在リ斯ノ如ク一個ノ場合ニ於テ最モ自然允
当ニ適用スヘシト云ヘリ是レ国際私法ヲ深究シテ中
世以来ノ塾套ヲ一変シタル独逸著名ノ学者ザビ
ニー、ブロンチュリー諸氏ノ説ナリトス
（87頁）此説ニ従ヘハ諸般ノ所為ヲ探求シテ国法ヲ
外国人ニ適用スヘキ場合ト外国法ノ適用ヲ允許スヘ
キ場合トヲ区別セサル可ラス此区別如何ニ付キテハ
今日諸国ノ学者間未タ一定ノ論決ヲ得ルニ至ラスト
雖トモ諸国共ニ自国ノ地ニ於テ外国法ノ適用ヲ允許
スルニ至リタリ若シ一個ノ場合ニ於テ外国法ヲ適用
スルヿ最モ自然允当ナリト定マルトキハ諸国其適用
ヲ拒ムヿヲ得ス
然レトモ此元則ニハ一個ノ制限アリ則チ一国ニ於テ
外国法ノ適用ヲ允許スルニハ其国ノ公ケノ秩序ニ関
スル法律ニ抵触セサルヲ要スル是ナリ若シ此種ノ法
律ニ抵触スルトキハ外国法ノ適用ヲ允許スルヲ得サ
ルヤ勿論ナリ此規則タル一見太タ明白ナルカ如シト
雖トモ之ヲ実際ニ適施スルニ臨ミ其困難實ニ少ナシ
トセス例ヘハ人ノ能力ハ本国法ヲ（88頁）適用ス
ヘキモノニシテ其人ノ居留スル国ノ法律ヲ適用セサ
ルナリ佛国ニ於テ昨日離婚ヲ禁シ今日猶ホ重婚ヲ禁
スルハ風俗ノ善良ヲ主トシ公ケノ秩序ニ関スル法律
ナリ然ルニ外国人アリテ其本国法ニ従ヒ離婚又ハ重
婚ヲ為サントスルヤ佛国ニ於テ之ヲ允許スヘキ乎是
レ能力ニ関スル問題ナルヲ以テ外国法ヲ適用スヘキ
場合タルハ勿論ナレトモ佛国ノ秩序ハ其思想国々相
異ナルヲ以テ其適用ヲ拒ムヲ得ヘシ斯ノ如ク公ケノ
秩序ハ其思想国々相異ナルアリテ一概ニ論定ス可ラ
サルナリ
然レトモ斯ニ公ケノ秩序ト云フハ通常ノ場合ト異ナ
ルモノアリ例ヘハ人ノ身分及能力ハ第六條ニ従ヒ公
ケノ秩序ニ関スルヿ疑ナシト雖トモ第三條ニ従ヒ是
レ外国人ノ本国法ヲ適用スヘキ事項ナリトス然リ而
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シテ外国人佛國ニ於テ其本国法ニ従フヘキ場合ナリ
ト雖トモ猶ホ前例ノ如ク佛国法ヲ外国人ニ適施スル
ヿアリ看ヨ第三條ノ適用ニ付キ公（89頁）ケノ秩
序ト云フハ普通ノ場合ト其思想ノ稍狭小ナルヿヲ故
ニ此語ハ佛國学者ノ慣用スル所ナリト雖トモ両意ニ
渉リ錯誤ヲ生セサルヲ保タス宜シク注意スヘシ
